「労働と法」に関する教材

第1　「労働と法」の単元設定の趣旨

　「労働と法」に関する単元は、新しい学習指導要領の高等学校地理歴史科「世界史B」の大項目「（1）世界史への扉」のうち、中項目「ウ　日常生活に見る世界の歴史」において、私たちに日常生活に身近な労働と賃金を題材として、私法の基本原則の歴史的展開を理解し、世界史と日常生活とのつながりに気付かせるという観点から作成したものである。
第2　単元

	大項目　「（1）世界史への扉」

中項目　「ウ　日常生活に見る世界の歴史」


1 小単元「労働と賃金の世界史」（2時間）の構成
第一時　私たちの労働と「契約自由の原則」の確立

第二時　最低賃金のルールと「契約自由の原則」の修正

2 単元の目標

①　日常生活における「労働と賃金」に着目し、ヨーロッパの諸革命を通じて契約自由の原則が確立し、庶民は自由に労働や賃金などの条件を選択できるようになったことを理解する。

②　産業革命後の資本家と労働者との貧富の差の拡大を契約自由の原則との関係でとらえ、法によってその自由に修正を加える必要が生じたことを理解する。

③　契約自由の原則と世界史とのつながりに気づく。

3 単元の位置付け

「労働と法」の単元は、要領の大項目「（1）世界史への扉」の中項目「ウ　日常生活に見る世界史」で実施する。

　学習は2時間で編成しており、「労働と賃金の世界史」と題して、私たちの労働（職業）の選択や現代の最低賃金を題材として、労働契約における契約自由の原則（第一時）と、労使の立場の不平等を踏まえた原則の修正の必要性を理解させ（第二時）、私法の基本原則と世界史とのつながりに気づかせる授業となっている。

4 単元の指導計画

「労働と賃金の世界史」の概要

ア　第一時　私たちの労働と「契約自由の原則」の確立

· 私たちの社会では、労働（職業）を選んだり、賃金など、働く条件を定めることは、雇い主と働き手が合意する限り、原則として自由に行えることを確認する。

· フランス人権宣言第1条「人間は、生まれながらにして、自由であり、権利において平等である」を手がかりに、労働や賃金はヨーロッパの諸革命前後でどのように変化したのかについて考察する。

· ヨーロッパの諸革命以前の庶民の労働は、その多くが、奴隷制や農奴制などのもと、強制的に働かされるものが多かったことを理解する。

· ヨーロッパの諸革命を経て、人間はみな自由で平等な存在とされ、封建制や身分制がなくなったことで、庶民の多くは身分や土地から解放され、都市に出て自由に働くことができるようになり、働く条件も雇い主との自由な交渉によって決められるようになったこと（「身分から契約へ」）を理解する。

· 現代の社会において、個人が自由に労働や賃金を選ぶことができるのは、ヨーロッパの諸革命を通じて「契約自由の原則」が確立されたことによるところが大きいことに気づき、その歴史的意義について考察を深める。

· 契約自由の原則のもと、市民間の自由な商取引が活発化し、市民生活が向上したことは、経済や技術の自由な発展をもたらし、このことが産業革命の背景ともなったことを理解する。

　イ　第二時　最低賃金のルールと「契約自由の原則」の修正

· 現代の日本の、最低賃金を啓発するポスターを題材として、雇い主と働き手の自由な契約にルールを設けることは、契約自由の原則と矛盾しないのかについて考察を深める。

· なぜ、最低賃金が法で定められることになったのかについて、産業革命後における児童を含む労働者の苛酷な労働環境を題材に考察する。

· 産業革命後に主流となった機械制大工業は、工場や機械などの生産手段を所有する者と、そこで雇われて、賃金を得て労働を行う者をはっきり分け、契約自由の原則のもと、資本家と労働者の貧富の格差をもたらしたことを理解する。

· イギリスの「工場法」を題材として、現実の経済の状況に対応するため、契約自由の原則に歯止めを設け、労働や賃金に一定のルールを設ける必要が生じたことを理解する。

· 現代の私たちの社会では、労働や賃金以外にも、消費者契約や借地借家契約など、法によって契約自由の原則に一定の例外を設け、公正な経済社会の実現を図っており、このことは、世界の歴史の教訓から生まれたものであることに気づく。


































